
 

連 絡 窓 口 生活環境部防災安全課　　　ＴＥＬ０２９９－９０－１１４９

平成26年7月28日制定

令和6年10月10日改正

神栖市不発弾等の発掘及び処理対策マニュアル     

　本マニュアルは、原則として、関係者の証言や記録等の調査により、不発弾の埋没が予測され、具体

的な発掘工事が予定される場合の発掘手順を定めるとともに、発掘された不発弾等又は工事現場などか

ら発見された既発見不発弾等に関する処理対策を定める。

（手順は、図１－１「不発弾等発掘手順」及び図１－２「不発弾等処理手順」のとおり）

※　不発弾等（不発弾及びその他の爆発物）とは、連合軍による砲、爆撃の際の不発弾及び旧日本軍が

　未処理のまま放棄した不発爆弾、砲弾等で、爆弾、砲弾（艦砲弾、各種火砲弾、迫撃砲弾）、ロケッ　　　　

　ト弾、地雷、機雷、手榴弾、小火器弾、ガス弾（火薬が充填されているもの）及びその他未使用の爆

　発物をいう。

Ⅰ　「未発見不発弾」等の発掘

１　未発見不発弾等の確認 
 （１）相談の窓口及び連絡

ア　市民等届出者からの不発弾の埋没情報などに関する相談窓口は、原則として防災安全課とする。

イ　相談を受けた防災安全課は、所轄警察署に連絡する。

 （２）未発見不発弾等の情報収集等

ア　市長は、市民等の届出者からの具体的な相談を受けた場合、生活環境部長に指示し、次の内容につ

　いて情報収集し、又は記録に基づく史実等の調査を行う。

【主な収集情報】

１　空襲（艦砲射撃）の年月日

２　推定埋没位置

３　空襲時（艦砲射撃）の目撃状況

４　推定埋没位置の現在の状況

５　他の目撃者の状況

６　土地所有者の確認

７　その他必要な情報

【主な史実等の調査】

１　情報提供場所周辺の住民聞き取り調査

２　地史資料等の活用による事実関係調査

３　過去の不発弾発見情報調査（爆撃機移動参考基準として周辺５km程度）　

４　旧軍の陣地・施設の情報調査

イ　市長は、生活環境部長の報告に基づき、埋没の可能性が高まれば、不発弾の発掘の実施を決定する。
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埋没が予測される不発弾等相談時対応フロー図

市生活環境部

防 災 安 全 課

２　未発見不発弾等の発掘事前準備

　事実確認等により不発弾等の埋没が確認され、本市による発掘の実施が決定された場合、以下により

発掘に伴う事前準備を行う。

 （１）発掘日程等の作成

　本市による発掘の実施が決定された後の具体的な発掘日程については、概ね図２「未発見不発弾等の

発掘及び処理日程」に掲げるところによる。

 （２）交付金の申請

　生活環境部長は、「不発弾等処理交付金交付要領」に基づき、茨城県（防災・危機管理部防災・危機

管理課）を通じて内閣府に交付申請を行う。

【参　考】平成１２年１２月２８日　内閣総理大臣官房管理室発行「不発弾等処理交付金交付要領」

 （３）関係部課調整会議

　生活環境部長は、埋没した不発弾等の探査を行うため、関係部課長と調整会議を行う。

 （４）事前調整会議

　生活環境部長は、不発弾等の探査終了後、概ね次の内容を協議するため、本市関係部課及び自衛隊、

県警察、交通機関等の関係機関による事前調整会議を開催するものとする。

１　各機関相互の発掘方針等の調整

２　各事務分掌に応じた役割分担の調整

３　発掘当日の行動等についての調整

警 察 署 陸上自衛隊不発弾処理隊

相

談

者

連絡 援助要請

埋 没 現 場

事 前 調 整 事 項
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１　工事計画

２　発掘に伴う構造物の移転計画

３　交通機関の運行計画

４　交通規制計画

５　広報計画

６　警備計画

７　警戒区域設定と避難計画

８　救急・救護計画

９　発掘日までの保安計画

10　その他必要な各機関別の行動計画

通 報 伝 達 先 神栖警察署　　ＴＥＬ０２９９－９０－０１１０

 （５）発掘計画の作成等

　事前調整を踏まえ、不発弾等の発掘に際し、本市関係部課及び関係機関は、「不発弾処理に伴う本市

及び各機関の事務分掌」に応じて、次による発掘計画を作成する。

 （６）地元説明

　生活環境部は、事前調整会議を踏まえ、発掘計画に基づき地元説明を行う。

３　未発見不発弾等の発掘 

　本市は発掘計画に基づき、確認された不発弾等の埋没予測地点において発掘を行う。

　発掘にあたり、住民避難・交通規制等の判断には、自衛隊等専門家の意見収集分析が必要であり、状

況に応じて本市から自衛隊へ相談を行い、必要に応じ立会いを要請する。

【自衛隊の相談・要請先】

陸 上 自 衛 隊 朝 霞 駐 屯 地　　第 １ ０ ２ 不 発 弾 処 理 隊

４　未発見不発弾等の処理 

　発掘後の処理については、以下に定める「既発見不発弾」等の処理対策に準じる。

Ⅱ「既発見不発弾」等の処理対策

　工事現場などにおいて、偶発的に発見された不発弾等の処理対策について、次に定める。

１　連絡の窓口等 

 （１）工事現場などから偶発的に発見され、処理作業に関する対応については、防災安全課を窓口とする｡

 （２）相談を受けた防災安全課は、所轄警察署に連絡する。

　関係部課及び防災安全課は、茨城県警察本部生活安全総務課の行う調査に立ち会うものとし、状況により、

災害発生に備え、消防隊の派遣を依頼する。

発 掘 計 画 項 目
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【不発弾等の処理】

連 絡 窓 口

２　処理対応 
　不発弾等処理の対応については、不発弾等そのものの除去と処理は、国（自衛隊）の責務によって実

施されるが、処理に至るまでの発掘等の埋没地の掘削、周辺構築物の除去、保護、市民の安全対策等の

対応については、一般的に市町村の責務とされている。

　本市による発掘後の不発弾等又は偶発的に発見された不発弾等の処理については、県警察立会いのも

と、自衛隊が行う。

　ただし、処理作業に伴い爆発のおそれがあり、住民避難等の対応が必要な場合については、自衛隊と

本市との役割分担を事前に確認するため、両者との間で協定を締結する。

　また、処理にあたっての本市における体制等については、３「災害対策本部の設置」以下に定める。

 （１）不発弾処理要請

　茨城県警察本部長が自衛隊に不発弾処理要請を実施する。

 （２）関係部課調整会議及び不発弾処理調整会議

　市長は、爆発のおそれがあり処理を必要とする場合、必要に応じ処理用防護工事等を行うため、関係

部課と調整会議を行う。

　また、関係部課調整会議を踏まえ、本市関係部課及び自衛隊、県警察、交通機関等の関係機関による

不発弾処理調整会議を開催するものとする。 �

茨城県警察本部生活安全部生活安全総務課　ＴＥＬ０２９－３０１－０１１０

爆発のおそれがない場合 爆発のおそれがあり、住民避難等の対応が必要な場合

県警察等により処理 本マニュアルに定める処理手順による（図１参照）

 （３）自衛隊との協定締結等

　不発弾処理調整会議を踏まえ、不発弾等の処理にあたって、本市と自衛隊において取り結ぶ主な協定

内容は以下のとおりである。

１　自衛隊が実施する作業の範囲（不発弾等の信管除去及び運搬等）　

２　本市が行う安全管理の対応（処理作業に伴い実施する住民退去等）

３　不発弾等処理を実施する期間等

４　その他処理に際して必要な事項

【参　考】昭和３３年　７月　４日付４省庁事務次官通達の概要（防衛・警察・自治・通産） 

　　　　○不発弾の処理は、自衛隊が実施する。 

　　　　○都道府県警察は、不発弾を発見し、又は発見の届出を受けたときは、自衛隊に処理を要請し、

　　　　　処理完了までの間、公共の安全のために必要な警戒措置をとる。

　　　　○不発弾の処理に関しては、公共の安全を図る見地から、自衛隊及び都道府県の関係機関は相

　　　　　互協力する。

協定の内容
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１　避難誘導班の配置

２　住民等に対する避難広報の実施

３　避難所の開設と運営

１　不発弾等の処理作業の進行状況

２　避難所における避難者の状況

３　交通機関停止及び道路交通規制等の状況

４　その他必要な情報

３　市災害対策本部の設置 

 （１）市長を本部長とし、不発弾等処理に伴う住民対応をはじめとする諸活動を円滑に実施するため、市本

部を設置する。この場合において、不発弾等を処理するために必要な警戒区域の設定が複数の地区に及

ぶときは、各地区は相互に連携協力して円滑な対応ができるよう努めるものとする。

 （２）市本部は、処理当日に設置し、自衛隊による不発弾の信管処理が無事終了し、安全が確認されたとき

に廃止する。

 （３）市本部の組織及び構成は、図３「不発弾処理に伴う市本部の組織及び構成」に掲げるところによる｡

４　警戒区域の設定 

　市長は、不発弾等処理に伴い、住民等の生命と安全を確保するため、災害対策基本法第６３条に基づ

く「警戒区域」を設定し、すべての住民及び車両等の退去と立入りを禁止する。

５　避難等の実施 

　市長は、事前に作成した避難計画に基づき、次により住民等を避難させる。

６　情報の受伝達 

　市長は、必要な情報の収集に努めるとともに、関係する場所へこれらの情報を伝達する。

７　報道対応等 

　市本部長は、取材報道機関に対し、随時状況を説明する。

８　その他の連絡調整 

　国土交通省東京航空局成田空港事務所長に対し、各航空会社及び航空機所有者等の飛行について安全

対策上の措置を依頼する。

【参　考】危険空域は、不発弾処理現場の中心から、爆発想定規模に応じ設定される。 

Ⅲ　海上で不発魚雷等が発見された場合の対応

　海上における機雷その他の火薬類の除去及び処理については、自衛隊法第８４条の２に基づき、海上

自衛隊が行うことと定められているが、処理に伴う危険区域の範囲が陸上に及ぶため避難が必要である

場合は、本マニュアルを準用する。

実 施 事 項

受 伝 達 事 項
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図１－１　不発弾等発掘手順

市 民 神 栖 市 県 ・ 警 察 自 衛 隊 国（内閣府）

未発見不発弾

情 報

状 況 に よ り 状 況 に よ り

現 地 調 査 現 地 調 査

関 係 部 課 調 整 会 議

不 発 弾 等 の 探 査

事 前 調 整 会 議

各 機 関 の 発 掘 計 画 の 作 成

地 元 説 明 会

避難計画の作成検討

状 況 に よ り 状 況 に よ り

現 地 立 会 現 地 立 会

不 発 弾 等 処 理 手 順 （ 図 １ － ２ ） へ

証言・証拠の収集分析 情 報 把 握 情 報 把 握

発 掘 決 定

交 付 金 申 請 県 交 付 決 定

発 掘 工 事
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図１－２　不発弾等処理手順

市 民 神 栖 市 県 ・ 警 察 自 衛 隊 国（内閣府）

不 発 弾 等 発 掘 手 順 （ 図 １ － １ ） か ら

既発見不発弾 不 発 弾 発 見 不 発 弾 処 理

情 報 市長要請内容完了 要請（本部長）

不発弾処理作業

関係部課調整会議 当 日 終 了

（搬送可能）

不 発 弾 処 理 調 整 会 議

不 発 弾 処 理 に 係 る 自 衛 隊 と の 協 定 締 結

避 難 半 径 内 の 広 報

避難場所の確保・準備

現 地 対 策 本 部 の 開 設 要 員 配 置

住 民 避 難 解 除 撤 収

処理要請受理

処理の必要有 処理の必要無

識 別 作 業

安 全 確 保

各 所 管 に 連 絡 調 整 不発弾の防護

処 理 防 護 工 事 開 始
処理方法決定

住 民 避 難 安 全 確 保

不 発 弾 処 理 開 始

不 発 弾 処 理

不 発 弾 処 理 終 了

工 事 実 績 報 告 書

県

交 付 金 額

確定通知書交付金精算払報告書
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図２　未発見不発弾等の発掘及び処理日程

１
週
間
目

１
カ
月
目

２
カ
月
目

３
カ
月
目

不
発
弾
の
発
見

（
１
日
）

（注）１　処理日程は、発掘工事の期間等を考慮し、信管除去日を自衛隊と調整して決定のうえ、その日を

　　　　基準として作成する。

　　　２　信管除去は、信管の状況等によって一様でないため、不発弾の発見と自衛隊の信管確認までは、

　　　　不確定な要素が残ることもある。

図３　不発弾処理に伴う市本部の組織及び構成
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・その他関係機関

交付金申請 精 算

不 発 弾 探 査 ・ 掘 削 工 事

関 係 機 関 と の 調 整

不
発
弾
発
掘
決
定

内
閣
府
へ
の
交
付
金
申
請

関
係
部
課
調
整
会
議

交
付
金
の
交
付
金
決
定

不
発
弾
等
の
探
査

探
査
に
よ
る
位
置
確
認

事
前
調
整
会
議
（
発
掘
日
及
び
方
針
等
決
定
）

発
掘
工
事
開
始
（
開
始
か
ら
発
見
ま
で
２
０
日
か
ら
１
カ
月
）

各
機
関
別
発
掘
計
画
の
作
成

不
発
弾
処
理
作
業
の
必
要
性
の
判
断

各
機
関
発
掘
計
画
の
調
整
会
議
（
約
１
カ
月
）

不
発
弾
処
理
調
整
会
議
【
処
理
調
整
会
議
（
処
理
日
直
前
）
】

不
発
弾
処
理
に
係
る
協
定

信
管
除
去
及
び
不
発
弾
撤
去

工
事
実
績
報
告
（
工
事
完
了
後
２
０
日
以
内
又
は
４
月
１
０
日
ま
で
）

交
付
金
精
算
請
求
（
交
付
額
決
定
を
受
け
て
直
ち
に
）

本部長（市長） 処理機関（　陸上自衛隊朝霞駐屯地　　第１０２不発弾処理隊　）
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員
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【神栖市】

役　　割　　分　　担

市 長 公 室 １　地元説明準備等・折衝及び広報（事業所等機関・住民）に関すること。

企 画 部 ３　市本部における報道対応に関すること。

１　地元説明に関すること。

２　処理日程等の立案・処理計画に関すること。

３　避難計画の立案に関すること。

４　対策本部の設置及び運営に関すること。

５　事前調査及び処理決定に関すること。

６　自衛隊との連絡調整に関すること。

７　県警察との連絡調整に関すること。

８　鉄道機関・バス機関との連絡調整に関すること。

９　内閣府との連絡調整及び交付金申請事務に関すること。

10　処理に伴う予算執行に関すること。

11　関係消防署との連絡調整に関すること。

12　その他処理に伴う総合調整に関すること。

１　避難所の開設・運営・閉鎖に関すること。

２　応急救護所の開設に関すること。

３　救護活動に関すること。

４　主要病院医療施設の確保、入院患者の保護に関すること。

５　関係福祉保健センターとの連絡調整に関すること。

１　処理工事の見積・設計に関すること。

２　探査・発掘・建物等の移転に関すること。

３　交通規制の調整に関すること。

４　関係土木事務所との調整に関すること。

１　施設の発災対応に関すること。

２　本部への応急給水に関すること。

教 育 委 員 会 １　公立の幼稚園、小学校、中学校における安全確保に関すること。

その他の関係部 １　処理の内容に応じた事務に関すること。

１　消防特別警備の実施に関すること。

２　救急活動の実施に関すること。

１　交通規制の調整に関すること。

２　施設の発災対応と広報に関すること。

不発弾処理に伴う本市及び各機関の事務分掌

機関名及び所属

総 務 部 ２　警戒区域からの避難対応に関すること。

福 祉 部

健 康 増 進 部

都 市 整 備 部

水 道 課

関

係

機

関

消 防 署

土 木 事 務 所

市

役

所

生 活 環 境 部
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役 割 分 担

１　処理の実施に関すること。

１　自衛隊に対する処理要請に関すること。

２　交通規制に関すること。

３　警戒区域内の防犯・警備に関すること。

１　鉄道・バス等影響路線の運行計画に関すること。

１　施設の発災対応と広報に関すること。

２　現地対策本部等の電源設備確保に関すること。

東 京 ガ ス １　施設の発災対応と広報に関すること。

１　施設の発災対応と広報に関すること。

２　現地対策本部等の通信設備確保に関すること。

【関係機関】

機 関 名 及 び 所 属

自 衛 隊

交 通 機 関

※　このほか、不発弾の埋没が予想される施設や場所又は不発弾が発見された施設や場所に関係する国や県の

　機関、その他の機関については、処理の内容に応じた事務を担当する。

※　海上における処理の場合は、自衛隊に対する処理要請は海上保安庁が行うなど本表の機関構成及び業務等

　の分担と異なる場合があるが、概ね本表に準じた体制とする。

警 察

そ
の
他
の
機
関

東 京 電 力

Ｎ Ｔ Ｔ
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